
 

 

5.4 被災低減のための対策 

被害低減のための対策として， 

(1) 的確なハザード評価 

(2) リスク評価の高度化 

があげられる．（１）的確なハザード評価としては，簡易貫入試験を用いた崩壊深の推定，地震による崩壊危険

度評価について本報告でしました．また，（2）リスク評価の高度化に関しては，家屋の被災想定範囲，擁壁の安

定性に関する評価について示した． 

 

5.5 行政施策への対応 

 本報告で示した①簡易貫入試験を用いた崩壊深の推定および②家屋被災範囲の設定に関する留意事項に

ついては，国土技術政策総合研究所資料としてとりまとめ，各砂防関係事務所及び各都道府県に配布した．ま

た，地震に関する崩壊危険度評価に関しては，手法については同様に国土技術政策総合研究所資料としてと

りまとめ，各砂防関係事務所及び各都道府県に配布した．また，今後，計算プログラムおよび活用方法につい

てもとりまとめ配布していく予定である． 
 
5.6 まとめ 

 以上，報告してきたように，本研究において，土砂災害に関してリスク評価・監視に関して 

① 崩壊深推定手法 

② 豪雨に起因するがけ崩れによる家屋被災範囲の推定手法 

③ 豪雨に起因するがけ崩れ発生時の擁壁の安定性評価手法 

④ 地震に起因するがけ崩れの発生危険度評価手法 

の課題については整理された．また，地震に起因するがけ崩れの土砂の到達範囲は豪雨に起因するがけ崩

れに比べて小さく，豪雨に起因するがけ崩れに対する対策が行われれば，リスクは相当程度軽減されること

をしめした． 

しかしながら，今後，被害推定に基づく土砂災害の軽減の方策を立てるにあたっては，いくつかの課題が

残されている．例えば，以下のような項目があげられる． 

① 崩壊土量等の推定手法の確立などハザードの評価技術の向上 

② 発生確率－崩壊規模関係のようなハザードの確率評価 

③ 崩壊の免疫性などを考慮した中長期のリスク評価 

④ 社会状況，市状況の変化を考慮してリスク評価 

⑤ 対策工法のリスク低減効果の定量化 
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